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【国】

　　【指定行政機関】 【都道府県】 【指定公共機関】

【市町村】
【指定地方公共機関】

【消防庁】

【消防庁】

市町村国民保護協議会
○会長･･･市町村長
○委員･･･下記から任命

・副市長
・教育長
・区域を管轄する消防長等（消防団長）
・市町村の職員
・区域を管轄する指定地方行政機関
　の職員
・自衛隊に所属する長官の同意する者
・都道府県職員（警察官を含む）
・当該市町村の区域において業務を行
　う指定公共機関又は指定地方公
　共機関の役員又は職員
・専門家、有識者、医療関係者、一般
　の住民など

・国民保護の実施に関する基本的な方針
・国民保護計画及び業務計画の作成の基準
・想定される武力攻撃事態の類型
　（着上陸攻撃、ゲリラ攻撃、ミサイル攻撃、航空機攻撃）
・類型に応じた避難措置、救援、武力攻撃災害への対処措置
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【北海道】


